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高橋 美博 議員

袋井市民病院は救急患者の
受け入れは万全か

笠原地区の活性化と対策は

市3方式の学校給食の統一の考えは

問　救急隊からの患者受け入れ要請に対し、
救急搬送件数がふえている中で、拒否事
象はふえているのか。 

問　法人化のメリット・デメリットをどう考
えているか。 

答　前年に比べ29件ふえている。その理
由は専門医の不在などである。今後も適切
な救急医療に努めたい。

答　前年度の一定割合をあらかじめ納付し、
前年所得額の確定後に過不足を清算する
ことを前提とした仮算定制度が、二重課税
との誤解を招いた。本市では、介護保険、
法人市民税、後期高齢者医療保険も仮徴収
制度で運用されている。仮算定の見直しは、
これらとの整合を図る中で検討している。

市道湊川井線（通称：農免道路）の
県道への格上げを要望できないか

問　農免道路は交通量が多い中、車両の
大型化・重量化、さらに交通安全からも県
道に格上げが必要と考えるので県へ要望
はできないか。 

答　本路線の根本的な見直しと合わせ、
周辺市町と連携し、県道への格上げを要
望していきたい。

答　自治会側のメリットは、不動産等の所
有や権利を保全できること。行政側では、
個人名義の土地について、市が寄附を受け
るために必要な事務処理がなくなること等
がある。一方、構成員すべての名簿を新た
に整備するなど、自治会側の事務も加わっ
てきた。

問　市内の自治会の法人化状況はどうか。 

答　現在176自治会のうち6％に当たる
11自治会が法人化されている。なお、近
隣市の法人化率は磐田及び掛川とも約24
％で、本市よりも高い状況にある。

答　学校給食センター運営協議会等で検
討を重ねてきた。この結果をもとに、本年
度中に今後の給食施設の整備方法や幼稚
園給食と学校給食の方向性をまとめた給
食施設整備計画を作成したい。

医療保険料で
約2,000世帯から二重取り

自治会法人化へ市の支援を

問　国民健康保険から後期高齢者医療
制度に移行された方は年金から保険料が
天引きされ、さらに世帯に国民健康保険の
資格を有する方がいる場合、国民健康保険
税も徴収されている。なぜ一時的にせよ二
重に徴収されているのか。 

問　農業振興地域の網を外す考えはな
いか。 

答　農業振興地域を除外する特区認定の
研究もしながら、地域とともに考えていき
たい。

問　小笠山山麓開発事業との整合と農振
地域の除外の手法はあるのか。 

答　小笠山山麓開発事業は、都市計画マ
スタープランの将来構想で、新開発地に
位置づけている。地域との協議、検討を重
ね、計画実現に向け取り組みたい。農村地
域工業等導入促進法の適応も、一つの手
法として有効な手段と考えている。

答　国民健康保険税賦課システム改修の
必要があり、多くの時間と経費が必要にな
る。応急対策は困難なため、仮算定制度の
見直しを進める中で検討していきたい。

問　国が強制的に国民健康保険から後期
高齢者医療制度に移行させたものであり、
当然移行者分の所得割、均等割を差し引
いて国民健康保険税の仮算定をすべきで
ある。国民健康保険税第２期分の徴収を前
に善処すべきではないか。 

問　合併以降３年間検討してきた経過と
結果はどうか。 

答　自治会の法人化手続がしやすくなる
よう事務処理マニュアルの充実に努め、自
治会連合会長会議や自治会長会議でその
内容を説明しながら推進していきたい。法
人化は財産管理が目的であるが、これを契
機に自治会活動などがさらに幅広く展開さ
れることをあわせて期待している。

問　今後どのように法人化を推進してい
くか。 

合併節目の記念事業は
どのようになっているか

答　22年度を5周年ととらえ、記念式典、
記念事業の実施を考えている。

問　新袋井市が誕生して来年は５年目の
節目を迎えるが、合併記念イベントは検討
されているのか。 

浅田 二郎 議員

寺井 雄二 議員

芝田 　二 議員

浅羽給食センター 国民健康保険の窓口

交通量が多い市道湊川井線法人化された平宇自治会の公会堂
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